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まず２０１５年度第３四半期決算の概況でございます。2ページの表の通り第３四半
期決算としては、減収・増益となっております。 
 

まず、売上高合計は、原料費調整に伴う単価減による都市ガス売上の減少等によ
り前年同期比１５．２％、２，４０２億円の減収となり、１兆３，３９９億円となりました。 
一方、営業費用は、油価下落影響等による都市ガス原材料費の減少等により、 
２０．５％、３，１１９億円減の１兆２，１１４億円となりました。 
 
この結果、営業利益は前年同期比１２６．３％、７１７億円増の１，２８４億円、 
経常利益は１４３．６％、７３９億円増の１，２５３億円、となりました。 
また当期に、海外上流事業等の減損損失１９１億円を計上したこと等により、親会
社株主に帰属する当期純利益は１０８．８％、４１２億円増の７８９億円となりました。 
なお、海外事業の減損につきましては、今月15日に発表しました米国バーネットに
続き、今回豪州クィーンズランドカーティスでも８４億円を計上しております。 
 



3 

続いて、この決算のベースとなりました、当社の主力製品であるガス販売量の実績
についてご説明します。３ページをご覧ください。 

  

全体では、気温影響による需要減があったもののほぼ前年同期並みの 

１０８億３千３百万ｍ3となりました。 

  

11月、12月の高気温による給湯・暖房需要の減少等があった一方で、お客さま件
数の増加や工業用新規需要の増加等もあり、 

家庭用で、２．０％減の２０億２千４百万ｍ3、 

業務用で、１．４％減の１８億８千５百万ｍ3、 

工業用で、０．６％増の５３億９千万ｍ3、 

他事業者向け供給で、１．２％増の１５億３千４百万ｍ3となりました。 
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４ページには2020ビジョンベースでのガス販売量および工業用ガス販売量実績の
内訳を掲載しておりますので、ご参照下さい。 



５ページではセグメント別の売上高・利益について記載しております。 

都市ガスセグメントの利益増６８８億円が、全体利益を押しあげております。 



６ページではセグメントごとの利益増減要因をお示ししております。 

都市ガスセグメントの主な増益要因を申し上げますと、料金の原料費調整制度の
適用のタイムラグによるもの５５１億円等、となっております。 

器具・工事セグメントではエネファームの販売台数が増加しており、また昨年度は
第３四半期にエネファームのメンテ費用を引き当てたこともあり、５０億円の大幅増
益となっております。 

電力事業につきましては、発電所定修に伴って販売量が▲5.8%減少したほか、単
価減、小売り参入に向けた先行費用投入等により５９億円の減益となりました。 

一方で、ＬＮＧ販売事業につきましては、外航船による販売数量が大幅増加したほ
か、原料費減等により８２億円の増益となりました。 

海外事業は、油価下落に伴うLNG販売単価の減少等で上流事業の利益が減少し
た結果、▲６１億円と大幅な減益となっております。 
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ここからは今年度の見通しについてご説明申し上げます。８ページをご覧ください。今回
は、昨年10月末に発表しました前回見通し対比で、減収増益を見通しております。見通し
の前提となる、１月以降の経済フレームは、為替レートを前回と同じ１ドル１２０円、原油価
格については前回の１バレル ５５ドルから、４０ドルへ見直しております。 

この結果、主に都市ガスの原料費調整制度による売上単価減により減収となるものの、営
業費用は減収を上回る原材料費の大幅な減少が見込まれ、営業利益では増益となる見
通しです。 

売上高は、前回決算以降の油価推移を反映した都市ガスの売上単価減などにより、対前
回見通し０.１％、１０億円減の１兆８,９５０億円と見通しております。 

営業費用は、都市ガスの原材料単価の減少などにより、対前回見通し１.２％、２１０億円減
の１兆７,０７０億円を見通しております。 

この結果、営業利益は、対前回見通し１１.９％、２００億円増の１,８８０億円、経常利益は  
１１.７％、１９０億円増の１,８１０億円を見通しております。 

親会社株主に帰属する当期純利益は、前回見通しの投資有価証券評価損２６億円が戻
し入れられるものの、第３四半期実績で計上された海外上流事業の減損損失があるため、
前回見通しと同じ、１，２２０億円を見通しております。 
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９ページではガス販売量の見通しをご説明しております。 

今回のガス販売量見通しには、気温影響による家庭用・業務用の減少など、第３四
半期の実績差を主に反映しており、対前回見通し比で 

０.１％減の１５６億２百万ｍ3としております。 
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１０ページには2020ビジョンベースでのガス販売量および工業用ガス販売量見通しの
内訳を掲載しておりますので、ご参照下さい。 



１１ページには、セグメント別の売上高・利益見通しについて記載しております。 

営業利益２００億円増益の大半は、経済フレーム見直しに伴う都市ガスセグメントの
利益増によるものです。 



１２ページではセグメント別に利益増減要因をお示ししております。 

器具・工事セグメントは、元々下期に予定しておりましたエネファームメンテ費用の
引当額を精査した結果、22億円の下方修正としました。 

電力事業、ＬＮＧ販売事業につきましては、経済フレームを見直した結果、利益を
上方修正しております。 

建設事業につきましては、工事利益率の改善等から１３億円利益を上方修正いた
しました。 



１３ページおよび１４ページではセグメント別に、今年度収支見通しを対前年実績比
でお示ししております。 





また１５ページにはＲＯＥ等の主要計数見通しを記載しております。 



最後、株主還元についてです。 

当社は今年度の配当予想の修正に関するお知らせを適時開示いたしました。 

皆さまご案内の通り、当社は、2020ビジョンに基づき、財務方針において総分配性
向の目標を2020年度に至るまで各年度6割程度とし、配当と自社株取得により株主
還元を行ってきております。 

今般、先ほどお示しした今年度の収支見通し等の要素を勘案し、一株当たりの今
期末配当金予想を１円増額し年間では１１円とすることといたしました。本件は、正
式には６月の株主総会で決定いたします。 

１６ページのプレゼンシートには、時系列で当社の過去の株主配分推移のグラフを
お示ししておりますのでご参照ください。 

なお、１６年度に実施する自社株取得額は１５年度の決算が確定する４月に取り扱
いを決定する予定です。 

今後とも経営成果を適切に還元していく所存でございますので、資本市場の皆様
からの当社への継続的なご支援をよろしくお願いいたします。 
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